
１．平成２２年度予算編成方針

我が国の経済は、輸出依存度が高く、世界の景気に大きく左右される状況にあるが、

世界的な景気回復が予想以上に遅れており、一部の企業については業績が回復しつつ

あるものの、全体的に見ると、依然として厳しい状況が続いている。特に、地方の経済

は、企業のリストラなどの影響により、より厳しさが増している。また、雇用についてもこの

ような状況から、新規卒業者の就職内定率が低く、失業率も高水準で推移している。

国は、平成２２年度の予算編成に当たって、国民の暮らしの豊かさに力点を置いた、経

済・社会を目指すという方針に転換をし、特に、子育て、雇用、環境、科学・技術分野の

施策に重点的に取り組むこととしている。また、その際、事業仕分けの評価結果の厳格な

反映によって、不要不急の事業については、歳出削減を行うとともに、特別会計につい

ても、聖域なき見直しを断行した上で、税外収入を確保し、これを最大限活用した予算

編成を行っている。

県においては、県税収入の大幅な減少が見込まれる中、新年度から５年間の新総合計

画に基づき、子育てや産業育成など、５つの事業を柱とした事業を展開することとしてい

る。なお、最優先課題である雇用・経済対策については、総合計画にはない６つ目の柱

として位置づけ、県政の重要課題とし、積極的な対策を講じるとしている。

このような中、本町の平成２２年度当初予算の編成にあたっては、景気後退、経済・雇

用情勢の悪化が続くことにより、町税や交付金などは減収と見込むこととしたが、国が地

方財政対策において、地方の自由に使える財源を増やすとしたため、地方交付税や臨

時財政対策債が増額されることに伴い、歳入は増額を見込んでいる。

また、歳出についても、経済・雇用対策を最優先に実施することとし、県の「緊急雇用創

出基金事業」を活用した雇用創出事業への取り組みや、町道、公共施設等の維持補修

工事費など、地元企業が仕事を確保できるよう手厚く配分したほか、中学生医療助成な

どの「子育て支援事業」を継続実施し、自立計画での重点事業にも優先的に予算付けを

行った。さらには、老人福祉施策として、小規模介護老人保健施設などを設置するため

の補助金を計上したほか、老朽化している火葬場の建て替えを準備するため、基金の創

設を行うことなどにより、住民満足度を高めることとした。
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＜第１図＞　当初予算額の推移
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   なお、平成８年度以降の当初予算の推移は第１図のとおりである。
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度当初予算（５２億２，０００万円）に比べ、７億２，４００万円、率にして１３．９％の大幅な増

となった。

千円千円 千円 ％ ％

59.53
60.99

58.90 58.71 59.37 59.65 60.24

57.27
55.93

49.97

55.56

51.18
49.61

52.20

59.44

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

８年度 ９年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

-　2　-



３．平成２２年度一般会計予算の概要

(1) はじめに
国の平成２２年度一般会計予算（案）の規模は、前年度当初予算比４．２％増の９２兆

２，９９２億円となり、政策的経費である一般歳出の規模は、３．３％増の５３兆４，５４２億円

となっている。

県の一般会計予算（案）の総額は、９，０２２億２，０００万円となり、前年度当初予算を

２６８億円、３．１％上回っており、平成１７年度以来、５年ぶりとなる９，０００億円を上回る

予算となっている。

このような状況下、平成２０年度決算における本町の財政状況は、財政の健全性を示

す指標である経常収支比率が、８９．０％（前年度９０．３％）と基準値を超える高い数値と

なっている。

また、公債費比率は９．７％、債務負担行為等を含む実質公債費比率についても

１１．８％と、ともに改善されてきているが、近年の予算編成においては、財政調整基金の

取り崩しにより対応しており、今後、現在の経済・雇用情勢から、税収の増額は難しいもの

と推察され、地方交付税についても、これ以上の増額は見込めないことから、投資的経費

に充当できる一般財源も限られてきている。

以上のような財政状況を踏まえ、総計予算主義の原則と地方財政法第３条「あらゆる資

料に基づいてその財源を捕そくし」の規定に基づき、見込み得る限りの財源を見込み、地

域の活性化と住民福祉の向上を図るため、さらには、自立計画で目指すまちの姿「人が

元気、地域が元気なまち」を実現すべく、諸施策を重点的かつ的確に推進していくことと

し、一般会計予算総額は対前年度比１３．９％、７億２，４００万円の大幅な増額となる

５９億４，４００万円とした。

予算編成にあたっては、「選択と集中」を基本とし、経済・雇用対策を最優先の事業と

する一方、昨年度に引き続き「中学生医療費助成」などの子育て支援事業を継続するとと

もに、自治会が活性化していること、町が協働のまちづくりを進めていることに鑑み、自治

会に対する助成金の増額や、環境対策として、合併浄化槽の普及を図るため、町が負担

する補助金を増額としたほか、学校跡地利用事業として、旧小島・福沢小学校の改修費

用などに必要額を措置している。

また、町道の整備事業については、新規３路線を含め、５路線の整備を行うこととし、さ

らには、経済・雇用対策としての町道等維持修繕事業費の増額や、緊急雇用創出基金

事業での新助館跡遺跡本調査事業費を計上するなど、限りある財源を重点的に配分し

たところである。
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＜第１表＞　一般会計歳入予算内訳

（単位：千円、％）
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比　　　　較

▲ 2.8

増減額
（A) - （B)

▲ 34,673

▲ 5.2

20.0

15,070

(2)歳入の状況

歳入予算の内訳をみると、第１表のとおり地方交付税については、対前年度当初予算

比では減額となっているが、交付実績額からは増額と見込み、２４億７７，６５４千円を計上

した。町税は１１億９１，６５８千円（前年度比２．８％減）、町債は臨時財政対策債が大きく

伸び、６億５８，３００千円（前年度比６６．４％増）、国庫支出金についても大幅な増で、

５億５２，０８６千円（前年度比３３５．０％増）、県支出金は３億９９，１９０千円（前年度比

２５．６％増）となっている。
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＜第２図＞　一般会計歳入予算の構成比
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＜第２表＞　町税の内訳

（単位：千円、％）

計
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▲ 34,673

固定資産税

交付金

▲ 12,037

▲ 12,080

43

比　　　　較

増減額
（A) - （B)

▲ 20,562

▲ 20,880

増減率
（％）

▲ 4.6

区　　　　分

（町　　税）

税目別の町税予算は第２表のとおりであり、町民税は前年度比２０，５６２千円、４．０％

の減となっている。これは、景気の低迷による退職者数の増加などが見込まれ、個人町民

税において、減収が予測されるためである。

また、町税全体の５０．２％を占める固定資産税は、総額で５億９７，７３２千円（前年度

比２．０％減）となっている。この２税目合計で１０億８５，１３２千円（前年度比２.９％減）とな

り、構成比は町税全体の９１．１％を占めている。

軽自動車税は３５，７７０千円（前年度比０．３％増）、町たばこ税は、消費本数の減少な

どにより、７０，７５６千円（前年度比３．０％減）となっている。

町税全体の対前年度比は２．８％の減で、自主財源に占める町税の割合は７４．８％と

なり、前年度を２．５ポイント下回っている。
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（地方譲与税等各種交付金）

地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税からなる地方譲与税については、前年度比

５，４００千円減の９７，６００千円を計上している。また、地方特例交付金についても、特別

交付金が平成２１年度で終了のため減額となったほか、その他の交付金も減額として見

込んでいる。

（地方交付税）

普通交付税については、普通交付税＋臨時財政対策債で９．３％の伸びと示された

が、前年度において、交付実績が伸び率を大きく下回ったことなどを考慮し、交付実績額

の７．５％増と見込み、新設される「雇用対策・地域資源活用臨時特例費」を県試算額の

約４０，０００千円加算し、計上している。

また、特別交付税については、今年度においても災害復旧に係る経費や特殊事情の

ある地域に対し重点的に配分される見込みであること、さらに今年度は、頑張る応援プロ

グラムによる加算額が終了することにより、２１年度交付見込み額からは減額としたが、当

初予算比では、前年度と同額程度となる１億６０，０００千円を計上している。

（分担金及び負担金）

分担金及び負担金は、徴収基準に基づいて確実に徴収できる額を見込むこととし、学

校給食センター建設償還費負担金が、元金償還を開始したため増額となっているほか、

新たに後期高齢者医療広域連合職員負担金などが増額となっており、前年度と比較して

２８．４％、１６，３３６千円増額となっている。

（国庫支出金）

国庫支出金は５億５２，０８６千円で、前年度と比較し、４億２５，１７８千円の大幅な増額

となっている。これは主に、介護施設等緊急整備臨時特例基金事業補助金１億９７，７５０

千円、集落活性化推進事業費補助金（旧小島小学校施設改修事業）４２，６３０千円の増

や、制度改正による子ども手当国庫負担金１億７３，７１９千円の増額などによるものであ

る。

（県支出金）

県支出金は３億９９，１９０千円で、前年度と比較して８１，２８７千円､２５．６％の増となっ

た。これは、参議院議員通常選挙委託金９，３５１千円、県知事選挙委託金９，１３６千円、

国勢調査交付金７，３７５千円、公共施設省エネ改修等補助事業補助金１９，０００千円、

緊急雇用創出基金事業補助金６４，１２７千円などの増によるものである。一方、衆議院議

員総選挙委託金１０，９１３千円や保険基盤安定負担金（国保分）１８，９４９千円などが減

額となっている。

（繰 入 金）

繰入金は２２，５７２千円で、前年度と比較して１５，０７０千円の増額となった。これは、財

源の不足を補うため、財政調整基金からの繰入額が増となったためである。

（町 　債）

公共施設や道路等の社会資本の整備は、その利益を享受する世代間の公平な負担

のもとに整備するという考えのもと、今年度も交付税措置があり、最も財政負担の少ない

起債を中心に必要額を計上している。町債総額では６億５８，３００千円、前年度と比較し

て２億６２，７００千円、６６．４％の増となっているが、これは、臨時財政対策債、地域総合

整備資金貸付事業債、社会教育施設整備債の増額によるものである。
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＜第３図＞　一般会計歳出予算の構成比（目的別）

町債の主なものは、継続となる町道２路線に加え、新たに３路線を整備することとし

９５，０００千円、普通交付税の不足分を補うための臨時財政対策債を４億３７，８００千円

（対前年度１億４５，５００千円増）を計上したほか、新規として、地域総合整備資金貸付事

業債８５，０００千円、旧小島小学校改修のための社会教育施設整備債４０，５００千円を増

額している。

　

その他、土地・建物の貸付けによる財産収入や、使用料・手数料など、見込み得る限り

の収入を計上し、財源の確保を図ったものである。

(3)目的別歳出の状況
歳出予算の内訳を目的別に見ると第３図及び第３表のとおり､民生費が１７億２３３千円

で最も大きいものとなっており、前年度に比べて３億３４，１９７千円、２４．５％の増となって

いる。主な要因は、国庫補助金を受けて実施する、介護施設等緊急整備臨時特例基金

事業補助金や、子ども手当支給事業費の増などによるものである。

次いで大きいのは、総務費の９億８０，５９４千円で、地域総合整備資金貸付金を新規

計上したほか、各選挙経費、国勢調査諸経費などの増により、前年度に比べ、９９，４９５

千円、１１．３％の増額となっている。

予備費
0.3%

農林水産業費
3.2%

土木費
5.5%

消防費
4.6%

商工費

5.1%

教育費
15.2%

公債費
12.5%

議会費
1.6%

民生費
28.6%

衛生費
6.9%

総務費
16.5%

歳　出

５,９４４,０００千円

１００％
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＜第３表＞　一般会計歳出予算内訳（目的別）

（単位：千円、％）

0.412．予備費

歳　出　合　計 5,944,000 100.0 5,220,000 100.0

２．総務費

１．議会費

区　　　　分

８．消防費

９．教育費

5.1

0.014

266,524

11．公債費

14 0.010．災害復旧費

745,580 12.5 710,108 13.6

1.5

901,948 15.2 751,971 14.4 19.9

270,559 4.6 4,035

5.5 295,683 5.7 10.731,616

303,090 292,696 5.6 3.65.1 10,394

2.4

52,461

4,394

357,608 6.8

190,325 3.2 185,931 3.5

14.7

1.8

増減率構成比

平成２２年度

当初予算額
（A)

比　　　　較

増減額
（A) - （B)

平成２１年度

94,289 1.6 92,330

当初予算額
（B)

構成比

980,594 11.3

1,700,233 28.6 1,366,036 26.2 24.5

16.5 881,099 16.9

334,197

149,977

0 0.0

5.0

13.9724,000

0

35,472

0.0

1,959

99,495

2.1

７．土木費 327,299

6.9

３．民生費

410,069４．衛生費

５．農林水産業費

20,00020,000 0.3

６．商工費

（議会費）

議会費は、９４，２８９千円で、前年度と比較して１，９５９千円、２．１％の増となった。主

な要因は、緊急雇用創出基金事業による日々雇用職員賃金や、議会だより印刷製本

費、議場用備品購入費などの増額によるものである。

（総務費）

総務費は、９億８０，５９４千円で、前年度と比較して９９，４９５千円、１１．３％の増となっ

た。主な要因は、各選挙経費（参議院議員選挙、町長選挙、県議会議員選挙、県知事選

挙）や、地域総合整備資金貸付金、デマンド型乗合タクシー運行委託料、国勢調査経費

などの増額によるものである。

また､各地区との協働のまちづくりを推進するため、自治組織地区助成金も増額として

いる。

（民生費）

民生費は、１７億２３３千円で、前年度と比較して３億３４，１９７千円、２４．５％の大幅な

増となった。主な要因は、小規模特別養護老人ホームなどの施設整備を行うための、介

護施設等緊急整備臨時特例基金事業補助金１億９７，７５０千円や、施設開設準備経費

の助成として、介護職員処遇改善臨時特例基金事業補助金４５，６００千円などが増と

なったためである。

さらに、中学生までの医療費助成を継続実施するほか、制度改正となった子ども手当

にも２億２４，９００千円を措置している。
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（衛生費）

衛生費は、４億１０，０６９千円で、前年度と比較して５２，４６１千円、１４．７％の増となっ

た。主な要因は、老朽化している火葬場の建設準備として、（仮称）火葬場建設基金を創

設し、５０，０００千円の積み立てを行うこととしたためである。

また、公衆浴場施設整備事業補助金、産業廃棄物最終処分場周辺の水質検査手数

料などを計上するとともに、浄化槽設置整備事業補助金では、町補助金を増額としてい

る。

さらに、予防接種事業費では、新型インフルエンザに加え、新たに肺炎球菌ワクチン予

防接種、子宮頸がんワクチン予防接種委託料を予算措置するとともに、子宮がん、乳が

んの女性特有のがん検診に無料クーポン券を発行するとともに、妊婦健診の充実を継続

するなど、疾病予防のための各種検診予算を確保している。

（農林水産業費）

農林水産業費は、１億９０，３２５千円で、前年度と比較して４，３９４千円、２．４％の増と

なった。主な要因は、仲田集会所浄化槽設置工事、林道松ヶ柴線、花塚線補修工事費

などの増によるものである。

また、森林環境交付金事業や、間伐、森林病害虫防除を行う、森林整備加速化・林業

再生事業なども増額となっている。

さらに、小菊選別機購入補助や、農地・水・環境保全向上対策事業、中山間地域直接

支払事業、森林病害虫防除事業等についても所要額を確保しており、農林業及び畜産

業等の振興を図っていくこととする。

（商工費）

商工費は、３億３，０９０千円で、前年度と比較して１０，３９４千円、３．６％の増となった。

主な要因は、街なか駐車場土地借上料などの増額や、中心市街地の活性化を図るた

め、イルミネーション事業を継続して補助するほか、店舗改修費などを助成する、空き店

舗活用事業を新たに取り組むこととしている。

また、景気対策として、中小企業経営合理化融資制度利子補給金、マル経融資利子

補給金についても、継続して予算を措置している。

（土木費）

土木費は、３億２７，２９９千円で、前年度と比較して３１，６１６千円、１０．７％の増となっ

た。主な要因は、町道等の補修工事費など、２３箇所を計上したことによるものである。

また、町道３路線（板宮山・阿間線、内前田・油畑線、東地内・西ノ内線）が完了したこと

により、継続２路線に加え、新たに小柞ヶ作線、桑山線、坂・竹ノ内線の３路線を整備する

こととし、地域住民の安全性・利便性を図るものとする。
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＜第４図＞　公債費の状況（目的別）

（消防費）

消防費は、２億７０，５５９千円で、前年度と比較して４，０３５千円、１．５％の増となった。

主な要因は、県防災行政無線ネットワーク更新事業負担金が増額となっているほか、芦

沼田消防コミセン浄化槽設置工事などに予算を措置したことによるものである。

（教育費）

教育費は、９億１，９４８千円で、前年度と比較して１億４９，９７７千円、１９．９％の増と

なった。主な要因は、スクールバス２台の購入費１０，５００千円、旧小島小学校施設改修

工事費８３，４８４千円及び、中央公民館と４地区公民館の照明を省エネルギー化にする

ための設備工事費１９，００２千円などの増によるものである。

さらに、緊急雇用創出基金事業を活用し、新助館跡遺跡（西部工業団地内）の本調査

を実施することとしている。

（公債費）

公債費は、７億４５，５８０千円で、前年度と比較して３５，４７２千円、５．０％の増となっ

た。これは、旧小島小学校改修に伴い、同校にかかる借り入れの繰上償還５３，９４８千円

によるものである。

　なお、公債費の内訳は第４図のとおりである。

農林水産業債
8.6%

その他（臨時

財政対策債等）

21.8%

教育債
27.0%

土木債
30.8%

消防債
0.7%

災害復旧債
　1.8%

民生債

　3.5%
衛生債
5.8%

公債費
745,580千円

１００％
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（４）性質別歳出の状況

＜第５図＞　一般会計歳出予算の構成比（性質別）

その他   4.3％
  貸付金
  積立金
  維持補修費
  予備費

歳出予算を性質別に分類すると第５図及び第４表のとおり義務的経費、投資的経費

及びその他の経費に大別することができる。

義務的経費は、議員報酬や職員給与等の人件費のほか、子ども手当、老人施設措置

費等の扶助費及び町債の元利償還のための公債費からなっており、総額で２４億

６９，５８３千円（構成比４１．６％）となっている。このうち人件費は１２億８，７１７千円（構成

比２０．３％）であり、職員数の減少などにより前年度と比較して３．３％の減となっている。

また、その他の経費では２億５９，３５２千円、１０．４％の増となっているが、主なものは、

緊急雇用創出基金事業での日々雇用職員賃金や、（仮称）火葬場建設基金への積み立

てなどによるものである。

投資的経費
12.0%

義務的
経費
41.6%

その他
の経費
46.4%

普通建設事業費

及び災害復旧費

12.0%

補助費等
15.7%

人件費
20.3%

公債費
12.6%

扶助費
8.7%

物件費
17.2%

繰出金
9.2%

歳　出

５,９４４,０００千円

１００％
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＜第４表＞　一般会計歳出予算内訳（性質別）

（単位：千円、％）

＜第５表＞一般会計歳出予算のうち投資的経費の内訳　

（単位：千円、％）

普通建設事業費

災害復旧事業費

714,214

320,897

382,907

10,410

区　　　　分

投
資
的
経
費

補助事業費

単独事業費

県営事業費

714,228

扶助費

義務的経費

23.9

7.1

902,566 17.3

45.0

▲ 3.3

7.5 31.8

118,822

▲ 40,908

5.1

5.013.6 35,472

515,286 8.7 391,028

745,580 12.6 710,108

124,258

93.9

345,8267.1 93.9

345,826

0.0

2,760,189 46.4 2,500,837 47.9 10.4

14 0

259,352

0.0

0.5

548,078 9.2 568,329

23,673 0.4 28,919 ▲ 18.1

平成２１年度

121,601

30,156

10.9

13.5

3.3

▲ 3.6▲ 20,251

▲ 5,246

▲ 6,7131.5 17,123 4.6

－

773.2

平成２２年度

当初予算額
（B)

13.95,944,000 100.0 5,220,000 100.0

当初予算額
（A)

345,826

292,720

0

48,722

0 0.0 0 0.0

114.42.7 73,737 1.4 84,370

55,023

20,000 0.3 20,000

0.9 6,301 0.1

0.4

323,088

28,177

87.7

7.7

368,388 100.0

0.0

100.0 368,402 100.0

0.0 0

345,826 93.9

14

歳　出　合　計

14 0.0

53.6

44.9

59,819

構成比 構成比

100.0

比　　　　較

増減額
（A) - （B)

増減率構成比
区　　　　分

平成２２年度 平成２１年度

当初予算額
（A)

構成比
当初予算額

（B)

1,249,625

2,469,583 41.6 2,350,761

368,388

714,228 12.0 368,402

12.0

貸付金

1,208,717 20.3

投資的経費

158,107

932,722 15.7

714,214

▲ 39.2

増減率

0

724,000

比　　　　較

増減額
（A) - （B)

1,038.9

18.5

0.0

93.9

900,985

0.0 14

人件費

物件費

災害復旧事業費

普通建設事業費

公債費

17.2 17.31,022,586

歳　出　合　計

その他の経費

予備費

補助費等

投資及び出資金

積立金

繰出金

維持補修費

投資的経費は、農林業施設、土木施設、教育施設の整備費、及び福島地方土地開

発公社に対する償還金（用地購入費等）などの普通建設事業費及び災害復旧事業費で

ある。その総額は７億１４，２２８千円（構成比１２．０％）であり、前年度と比較して３億

４５，８２６千円の大幅な増となった。

　なお、内訳は第５表のとおりである。
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その他の経費の内訳は、物件費１０億２２，５８６千円（構成比１７．２％）、補助費等９億

３２，７２２千円（構成比１５．７％）、繰出金５億４８，０７８千円（構成比９．２％）、維持補修

費２３，６７３千円（構成比０．４％）、貸付金１億５８，１０７千円（構成比２．７％）、積立金

５５，０２３千円（構成比０．９％）などとなっており、総額２７億６０，１８９千円（構成比

４６．４％）で、２億５９，３５２千円、１０．４％の増となった。

（人件費）

人件費は、議員報酬、委員等報酬、職員給料等の経費をいうものであり、前年度と比較

し４０，９０８千円、３．３％の減となった。これは、期末・勤勉手当の減額や、職員数の減な

どによるものである。

（扶助費）

扶助費では、前年度に引き続き、中学生までの医療費助成や、老人施設費などを計上

している。さらに、制度改正となる子ども手当についても必要額を措置し、前年度と比較し

て１億２４，２５８千円、３１．８％の増額となっている。

（公債費）

公債費は、償還終了により毎年減少傾向となっていたが、今年度については、小島小

学校建設時に借り入れたものを、施設の用途変更に伴い全額繰上償還するため、前年

度比較では３５，４７２千円、５．０％の増額となっている。

（普通建設事業費）

普通建設事業費は、地域住民の福祉の向上や生活の安全確保を図るための社会資本

の整備にかかる費用である。

補助事業については、介護施設等緊急整備臨時特例基金事業補助金、旧小島小学校

施設改修工事の実施や、町補助金を増額とした浄化槽設置整備事業も、設置替３２基、

新築分２０基を見込み、河川等の水質汚濁防止に努めることとする。

単独事業では、町道整備事業として、町道西方飯野線、町道石橋・北山入線を継続し

て整備するほか、新たに町道小柞ヶ作線、町道桑山線、町道坂・竹ノ内線の３路線を整備

することとしている。さらに、仲田集会所浄化槽設置工事、公衆浴場施設整備事業補助金

などや、公共施設等の修繕工事を行うこととし、前年度比では３億４５，８２６千円の大幅な

増額となっている。
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（物件費）

物件費は、賃金、旅費、交際費、需用費、役務費（保険料除く）、委託料、使用料及び

賃借料、備品購入費の細かな内部的経費の積み上げであり、これらの経費の削減は、財

政運営の健全化、効率化のために、重要な課題となっている。

今年度においては、各種選挙経費や、緊急雇用創出基金事業での日々雇用職員賃

金などが大幅な増額となっている。さらに、旧小島小学校跡地利用事業において、宿泊

体験施設とするための備品購入費や、旧福沢小学校跡地利用事業における、施設の運

営経費などが増額となっており、前年度と比較して１億２１，６０１千円、１３．５％の増となっ

ている。

（補助費等）

その他の経費のうち補助費等は、報償費、役務費（保険料に限る）、負担金、補助及び

交付金等で、一部事務組合等への負担金のほか、補助、交付金などその支出の根拠、

目的、交付対象等は多種多様である。

今年度においては、介護施設等を開設するための準備経費を助成する、介護職員処

遇改善臨時特例基金事業補助金を新規増としたほか、コミュニティ助成事業補助金、県

防災行政無線ネットワーク更新事業負担金などが増額となっている。さらには、各地区と

の協働のまちづくりを推進するため、自治組織地区助成金も増額としたところである。

（繰出金）

繰出金は、国民健康保険特別会計、老人保健特別会計、後期高齢者医療特別会計、

介護保険特別会計、簡易水道事業特別会計、工業団地造成事業特別会計に対するもの

である。

今年度においては、介護保険特別会計繰出金が増額となっているが、国民健康保険事

業特別会計への保険基盤安定分などが減額となっている。

各特別会計への繰出金は、扶助費関係など年々増加する見込みであるが、それぞれの

特別会計を安定的に運営していくための経費であり、精査の上、所要額を確保したもので

ある。

（維持補修費）

　施設の効用を維持するために支出する経費である。

今年度においても、各小中学校や町体育館などの修繕料を計上しているが、施設の老

朽化などに伴い、増加が見込まれる。

（貸付金）

貸付金は、経済政策、社会政策その他各種の行政政策上の目的のため、地方公共団

体等から民間等に対して貸し付けられるものである。

今年度においても、中小企業経営合理化資金預託金、地域公共交通会議貸付金を計

上している。さらに、地域総合整備資金貸付金（介護施設整備事業）を新たに措置したと

ころである。
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（５）平成２２年度主な事業の概要

（単位：千円）

継続
新規 国 県 地方債 その他 一般財源

参議院議員選挙事務諸経費 新規 10,151 9,351 800 参議院議員選挙経費

町長選挙費 新規 8,745 8,745 町長選挙経費

県議会議員選挙費 新規 3,356 2,856 500 県議会議員選挙経費

県知事選挙費 新規 9,936 9,136 800 県知事選挙経費

自治組織助成事業費 継続 4,860 4,860
自治会に対する助成金。平均割
3万円、世帯割150円増額

消防施設整備事業費 新規 2,727 2,727
芦沼田消防コミセン浄化
槽設置工事

県防災行政無線経費 継続 5,634 5,634
県防災行政無線ネットワー
ク更新事業負担金

小計 45,409 21,343 24,066

企画事務諸経費 継続 4,700 4,700
コミュニティ助成事業助成
金

振興計画策定事業費 継続 3,009 3,009 振興計画策定委託料等

地域総合整備資金貸付事業 新規 85,000 85,000
済生会が行う介護施設整
備事業に対する貸付け

市町村バス運行費 継続 12,000 1,915 10,085 市町村バスの運行経費

デマンド型乗合タクシー運行費 新規 12,437 2,071 10,366
ふれあいタクシー運行委
託費

生活交通体系構築事業費 継続 5,831 3,106 2,725
地域公共交通会議への補
助金、貸付金

みんなでつくるまちづくり事業費 継続 3,311 3,311 まちづくり事業補助金等

国勢調査諸経費 新規 8,071 7,375 696 国勢調査経費

地方債償還金 継続 745,580 31,219 714,361
地方債元利償還金及び繰
上償還費（旧小島小分）

地上デジタル放送移行支援事業 継続 205 205
地上デジタル放送受信確
認サービス業務委託

地域情報通信基盤整備事業 新規 4,719 4,719
光ファイバー網電力柱等
使用料

小計 884,863 11,361 85,000 39,025 749,477

戸籍コンピュータ事業費 継続 5,154 5,154 戸籍システムリース料等

保健衛生事業費 新規 1,600 800 800
公衆浴場施設整備事業補
助金

環境衛生事業費 新規 775 775
産業廃棄物最終処分場周
辺水質等検査手数料

浄化槽設置整備事業費 継続 26,561 6,788 4,807 14,966
浄化槽設置補助（52基）、
町補助金の増額

太陽光発電システム設置整備事業 継続 1,800 900 900
太陽光発電システム設置
補助金

火葬場建設事業費 新規 50,041 50,041
火葬場建設基金積立金な
ど

賦課徴収事務諸経費 新規 4,189 4,189
評価替えに伴う土地鑑定
評価委託料

小計 90,120 6,788 6,507 76,825

高冷地園芸作物支援事業費 継続 558 558
夏出しイチゴ栽培害虫防
除資材整備補助金

花卉振興事業費 継続 1,138 1,138
小菊選別機5台の購入補
助

耕作放棄地解消対策事業費 継続 550 550
耕作放棄地解消の検討、
再耕作に対しての補助

県営事業費 継続 4,410 2,205 2,205
沼ノ平ため池整備事業負
担金

農地・水・環境保全向上対策事業 継続 9,076 478 8,598
地域ぐるみの共同活動で
農村環境を保全

農村広場管理運営事業費 新規 4,946 4,946
農村広場照明塔塗装、調
整池整備工事

集会施設管理運営事業費 新規 5,538 5,538
福沢集会所屋根塗装、仲田
集会所浄化槽設置工事

中山間地域等直接支払推進事業費 継続 36,661 27,059 9,602
農地の耕作放棄地削減、
解消

林業総務事務諸経費 新規 3,467 3,467
森林林業活性化推進事業
（緊急雇用創出事業）

森林環境交付金事業 継続 9,405 8,246 1,159
森林整備委託料、森林環
境学習事業補助金

森林整備加速化・林業再生事業 新規 3,860 3,860
森林整備（間伐）、森林病
害虫防除委託料

商工業振興事業諸経費 新規 4,000 4,000 空き店舗活用事業補助金

中小企業対策費 継続 77,038 2,822 70,000 4,216
貸付資金の資金預託、保証
料・利子補給金の補助等

林業等活性化対策事業費 継続 3,500 3,500
県内産材50％以上使用し
た住宅への補助

工業団地事業諸経費 継続 142,765 142,765
土地開発公社への償還金
繰出金

小計 306,912 45,932 72,205 188,775

財源内訳
備考主管課 事業名 事業費

総務課

企画財政課

産業課

町民税務課
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継続
新規 国 県 地方債 その他 一般財源

河川総務事務諸経費 継続 6,000 6,000
県急傾斜地対策事業町負
担金

木造住宅耐震診断事業費 継続 278 120 60 98 木造住宅耐震診断委託料

道路維持修繕事業費 継続 68,922 68,922
町道等23路線の補修工事
費

道路台帳補正整備事業費 継続 18,648 18,648
道路台帳補正更新業務委
託料

西方飯野線 継続 22,567 19,000 3,567
道路改良舗装工事
L=430.0m　　W=5.5（7.0）

石橋・北山入線 継続 21,229 19,000 2,229
道路改良工事
L=151.0m　　W=5.0m

小柞ヶ作線 新規 20,043 19,000 1,043
道路改良舗装工事
L=160.0m　　W=4.0m

桑山線 新規 20,153 19,000 1,153
道路改良舗装工事
L=225.8m　　W=4.0m

坂・竹ノ内線 新規 20,093 19,000 1,093
道路改良舗装工事
L=150.0m　　W=4.0m

河川維持補修事業費 継続 12,075 12,075
河川等維持補修工事4箇
所

小計 210,008 120 60 95,000 114,828

自殺対策緊急強化基金事業費 新規 350 350
自殺者数の減少を目的と
した啓発事業等

老人施設費 新規 243,350 243,350
介護施設等緊急整備、介護
職員処遇改善事業補助金

介護保険特別会計繰出金 継続 220,078 220,078 介護特別会計への繰出金

国民健康保険事業特別会計繰出金 継続 121,742 5,053 37,931 78,758
国民健康保険特別会計へ
の繰出金

後期高齢者医療事業費 継続 235,637 38,257 197,380
後期高齢者療養給付費負
担金等

小計 821,157 248,753 76,188 496,216

予防接種事業費 新規 7,863 2,222 5,641
新型インフル、肺炎球菌、子
宮頸がんワクチン予防接種

保健対策事業費 継続 26,407 1,485 606 3,225 21,091
各種検診委託料、ウオー
キング教室等

母子保健事業費 継続 14,624 2,663 11,961
妊婦一般健診15回分等の
各種検診

小計 48,894 1,485 5,491 3,225 38,693

事務局諸経費 新規 4,626 4,626
学校教育施設環境整備事
業（緊急雇用創出事業）

基礎学力向上推進支援事業費 継続 2,369 100 2,269
土曜学習プラン、長期休
業学習プラン等の実施

スクールバス運行費 新規 10,500 6,040 4,460 スクールバス2台の購入費

学校給食事務諸経費 継続 116,986 70,325 46,661
学校給食事業のための諸
経費

わいわいクラブ事業費 継続 11,089 2,409 2,711 5,969 児童等の放課後保育事業

子ども医療助成事業費 継続 44,767 5,429 39,338
乳児から中学生までの医
療費助成

児童手当支給事業費 継続 18,090 7,852 5,116 5,122
小学校6年生までの児童
手当支給事業

子ども手当支給事業費 新規 224,900 173,719 25,589 25,592
中学校卒業までの子ども
手当支給事業

集団宿泊体験学習推進事業費 継続 140 140
幼稚園児の集団宿泊体験
学習費

預かり保育事業費 継続 5,451 2,022 3,429 南幼稚園での預かり保育

放課後子ども教室推進事業費 継続 11,757 7,838 3,919
たのしい教室（8地区）の実
施

小計 450,675 187,611 51,007 75,158 136,899

コスキン事業費 継続 2,268 2,268
コスキンエンハポン開催補
助金等

旧小島小学校跡地利用事業費 新規 93,781 42,630 1,163 40,500 9,488
宿泊施設にするための改
修費など（緊急雇用含む）

旧福沢小学校跡地利用事業費 新規 8,042 2,326 5,716
美術館としての運営経費
など（緊急雇用含む）

公民館照明省エネルギー化事業費 新規 19,002 19,000 2
中公、4地区公民館の照
明設備を省エネ化に改修

青年講座費 継続 500 500 ふれあい交流事業委託料

新助館跡遺跡本調査事業費 新規 64,756 51,378 13,378
新助館跡遺跡の本調査事
業（緊急雇用創出事業）

スポーツ教室事業費 継続 947 947
登山教室等、各種教室の
委託事業

小計 189,296 42,630 73,867 40,500 32,299

3,047,334 487,387 291,756 220,500 189,613 1,858,078
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事業費

生涯学習課

合計

保健センター

こども教育課

建設水道課

主管課
財源内訳

保健福祉課

（単位：千円）

備考事業名



（６）　平　成　２２  年　度　地　方　債　調

（単位：千円）

総 務 費 ふ る さ と 市 町 村 圏 事 業 外 38,400

民 生 費 保 育 園 整 備 事 業 ・ そ の 他 141,974 85,000 85,000 24,334

衛 生 費 上 水 道 整 備 事 業 ・ そ の 他 422,873 33,042

農 業 施 設 整 備 事 業 187,161 60,837

農林水産業費 林 業 施 設 整 備 事 業 11,329 1,456

小 計 198,490 62,293

商 工 費 観 光 ・ そ の 他 事 業

道 路 橋 り ょ う 整 備 事 業 1,139,562 95,000 76,000 19,000 213,681

公 営 住 宅 建 設 事 業

小 計 1,139,562 95,000 76,000 19,000 213,681

消 防 費 消 防 防 災 施 設 整 備 事 業 8,266 5,010

幼 稚 園 施 設 整 備 事 業 35,500

小 学 校 施 設 整 備 事 業 564,988 141,082

中 学 校 施 設 整 備 事 業 125,838 8,400

体 育 施 設 整 備 事 業

学 校 給 食 施 設 整 備 事 業 274,800 15,723

社 会 教 育 施 設 整 備 事 業 40,500 40,500

小 計 1,001,126 40,500 40,500 165,205

公共土木施設災害復旧事業 36,467 12,862

災 害 復 旧 費 農地農林施設災害復旧事業 1,250 415

小 計 37,717 13,277

そ の 他 臨 時 財 政 対 策 債 等 2,349,673 437,800 437,800 128,772

658,300 116,500 19,000 437,800 85,000 645,614

交付税算入率
（％） 50 30 －

20
(-)

70 80 － 100 利子負担額の７５％ －

起債充当率
（％） 100 90 75

90
(75) 100 100 80 100 100 －

　　　　　※　学校教育施設等整備事業債の「交付税算入率」欄及び「起債充当率」欄については、上段：国庫負担基準内分、下段：その他区分事業を示しています。

-
　

1
8
　

-

地域総合整備資
金 貸 付 事 業 債

平成２２年度
借   入   額

区　　分 起 債 の 目 的 平成２１年度末残高

合                       　　計 5,338,081

土 木 費

教  育  費

平 成 ２ ２ 年 度
元 金 償 還 額一般会計出資債 一般公共事業債 一般単独事業債 臨時財政対策債過疎対策事業 辺地対策事業

学校教育施設
等整備事業債

福島県市町村
振 興  基 金

平成２２年度借入額の起債種別内訳



（７）   平 成　２２　年 度  　一 般 会 計 性 質 別 歳 出 予 算 内 訳
（単位：千円、％）

1 2 3 4 5   農      林 6 7 8 9 10　 災　 害 11 12   

議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費  水 産 業 費 商 工 費 土 木 費 消 防 費 教 育 費 復 旧 費 公 債 費 予 備 費 計 構 成 比

1 人件費 84,102 557,282 155,874 49,008 53,264 24,038 44,442 20,601 220,106 1,208,717 20.3

2 物件費 9,266 220,465 119,560 163,478 44,136 32,610 52,960 18,672 361,439 1,022,586 17.2

3 維持補修費 1,753 541 510 3,670 1,138 4,758 700 10,603 23,673 0.4

4 扶助費 503,717 11,569 515,286 8.7

5 補助費等 921 79,989 295,564 117,187 53,539 23,250 2,642 227,359 132,271 932,722 15.7

 (1)国に対するもの 98 18 38 70 575 399 1,198 0.0

 (2)県に対するもの 6,400 6,475 12,875 0.2

 (3)一部事務組合負担金 1,343 178,661 106,801 204,273 491,078 8.3

 (4)その他に対するもの 921 72,148 116,903 10,368 53,501 23,250 2,572 16,036 131,872 427,571 7.2

6 普通建設事業費 31,466 216,010 29,885 35,699 9,501 222,474 3,227 165,952 714,214 12.0

 (1)補助事業費 198,650 26,485 95,762 320,897 0.6

 (2)単独事業費 31,466 17,360 3,400 31,289 9,501 216,474 3,227 70,190 382,907 6.4

 (3)県営事業負担金 4,410 6,000 10,410 0.2

(4)同級他団体施行事業負担金

7 災害復旧事業費 14 14 0.0

 (1)補助事業費

 (2)単独事業費 14 14 0.0

8 失業対策事業費

 (1)補助事業費

 (2)単独事業費

9 公債費 745,580 745,580 12.6

10 積立金 1,532 3,466 50,000 17 8 55,023 0.9

11 投資及び出資金

12 貸付金 88,107 70,000 158,107 2.7

13 繰出金 405,501 1 142,553 23 548,078 9.2

14 予備費 20,000 20,000 0.3

歳    出    合    計 94,289 980,594 1,700,233 410,069 190,325 303,090 327,299 270,559 901,948 14 745,580 20,000 5,944,000 100.0

国庫支出金 507 490,742 8,273 120 52,444 552,086 9.3

同 県支出金 63,639 184,672 31,103 46,692 70,384 1,202 1,498 399,190 6.7

上 使用料・手数料 9,892 15,967 1,682 126 1,024 43,962 5,291 77,944 1.3

財 分担金・負担金・寄付金 8,001 45,117 2,205 18,669 73,992 1.2

源 財産収入 1,527 418 16 1,606 22 5 3,594 0.1

内 繰入金・繰越金 1,610 1,610 0.0

訳 諸収入 9,157 1,800 3,309 385 74,745 35 70,795 24,274 184,500 3.1

地方債

一般財源等 94,289 887,871 959,907 365,702 140,901 155,211 282,078 270,559 753,246 14 721,306 20,000 4,651,084 78.3
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（８）   平 成 ２２ 年 度  　一 般 会 計 節 別 歳 出 予 算 内 訳
（単位：千円、％）

1 2 3 4 5  農   林 6 7 8 9 10  災　害 11 12   

議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 水産業費 商 工 費 土 木 費 消 防 費 教 育 費 復 旧 費 公 債 費 予 備 費 計 構成比

１．報酬 45,408 13,107 1,696 3,789 135 141 19,704 6,121 90,101 1.5

２. 給料 9,561 183,378 85,295 26,282 30,920 13,465 32,848 93,105 474,854 8.0

３. 職員手当等 19,012 108,988 42,092 13,716 16,004 6,869 19,692 46,630 273,003 4.6

４. 共済費 10,395 80,865 28,986 6,994 8,580 3,530 9,387 34,956 183,693 3.1

５. 災害補償費 1 1 0.0

６. 恩給及び退職金

７. 賃金 2,067 5,347 52,032 287 2,070 3,871 87,741 153,415 2.6

８. 報償費 17,376 6,033 2,630 1,899 3,749 216 355 34,424 66,682 1.1

９. 旅費 1,780 3,226 48 52 746 1,048 32 9,534 1,062 17,528 0.3

10. 交際費 300 1,200 180 1,680 0.0

11. 需用費 1,628 43,804 19,691 5,947 7,764 9,361 11,672 6,932 120,983 2 227,784 3.8

12. 役務費 34 21,619 2,820 1,974 1,450 485 1,452 1,475 15,424 46,733 0.8

13. 委託料 819 80,754 38,536 153,065 34,463 19,241 46,475 983 102,068 3 476,407 8.0

14. 使用料及び賃借料 54 67,288 713 2,775 3,118 3,729 5,733 804 26,425 3 110,642 1.9

15. 工事請負費 2,842 17,143 170,304 2,727 114,929 3 307,948 5.2

16. 原材料費 20 1,264 2,137 70 662 3 4,156 0.1

17. 公有財産購入費 28,624 3,000 8,915 38,745 79,284 1.3

18. 備品購入費 2,310 1,144 203 553 1,352 572 21,716 27,850 0.5

19. 負担金補助及び交付金 921 226,868 509,383 140,346 57,157 28,925 7,440 226,847 144,801 1,342,688 22.6

20. 扶助費 503,717 11,569 515,286 8.7

21. 貸付金 88,107 70,000 158,107 2.7

22. 補償補填及び賠償金 350 5,539 5,889 0.1

23. 償還金利子及び割引料 4,426 1 745,580 750,007 12.6

24. 投資及び出資金

25. 積立金 1,532 3,466 50,000 17 8 55,023 0.9

26. 寄附金

27. 公課費 98 18 38 70 556 399 1,179 0.0

28. 繰出金 405,501 5,983 142,553 23 554,060 9.3

29. 予備費 20,000 20,000 0.3

合　　　計 94,289 980,594 1,700,233 410,069 190,325 303,090 327,299 270,559 901,948 14 745,580 20,000 5,944,000 100.0
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